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◆無意識生体計測 ◆非侵襲検査

◆けいはんなヘルスケアプラットフォーム
①各種生体センサの“受け皿”目指す
　　　　新プラットフォーム「健康みはり」（奈良女子大学）

計測･検査

既存機器
+

開発機器

トータルヘルスケア

・見える化
・健康アドバイス
 （生気象）
・地域密着サービス
　との連携

行
動
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記録・
  蓄積

PHR

効果的に提示
スマホ・PC
･タブレット

②レーダー利用  
　見守りシステム
　  (奈良女子大学）

③ウェアラブルモーションセンサ
　(大阪電気通信大学）

④ウェアラブル脈拍センサ
　(大阪電気通信大学）

⑤ウェアラブル深部体温計
(奈良先端大・大阪電気通信大学）

⑤サーカディアンリズムセンサ
　　　　　　　(奈良県立医科大学）

照度センサ
短波長センサ

⑦絆創膏型センサ
　(大阪大学、兵庫県立大学）

上面

正面

アンテナ 集積デバイス 電池

磁石 基板

消耗品

⑧超音波骨密度計測装置
　　　　　　　　(同志社大学）

⑨尿中生活習慣病
リスクマーカ測定デバイス

　(京都府立医科大学・大阪電気通信大学）

タンパク質

 AGEs(最終糖化産物）
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無意識生体計測＆検査によるヘルスケアシステムの開発～ヘルスケアクラスターの構築を目指して～

地域イノベーション戦略

　高齢化社会による医療費負担の急増、また高度ストレス社会による心の病の増加など、我が国の国民的課題が顕在
化する時代背景にあって、今後は国民一人ひとりが自分の健康に責任を持ち、積極的な健康管理を行い快適な健康長寿
生活を送ることが望まれている。このような時代背景を踏まえ、当地域では“心と体の健康を守るヘルスケアシステム
の開発”を通してイノベーションを継続的に創出し、ヘルスケアクラスターを構築することを目指して「無意識生体計測
＆検査によるヘルスケアシステムの開発」に取り組んでいる。

事業の内容

1. 地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積（実施機関：奈良先端科学技術大学院大学ほか6大学）
・戦略構想実現に、研究者を域外大学・研究機関や域内外企業か
　ら7大学に8名を招聘して、研究開発の加速を図っている。
・現在進めている主要テーマは、

　①ユーザの生体情報とユーザの住む1㎞メッシュ気象情報を基に、
　　ユーザの健康維持に有用なアドバイスや生活情報をスマート
　　フォンに知らせるヘルスケアサービスシステム（けいはんな
　　ヘルスケア基本プラットフォーム）の開発と地域実証試験　
　②無意識・無拘束・非侵襲に生体情報を計測・検査するデバイス、
　　機器、ミニシステム開発
　　ⅰ）センサの小型・低消費電力化を実現する種々技術を内蔵
　　　　したLSIチップ
　　ⅱ）ウェアラブルで、運動時の脈波、生体の動きや体温を
　　　　計測するセンサデバイスと計測アルゴリズム
　　ⅲ）非侵襲で、生体の動きや呼吸などを計測するセンサデバイスと計測アルゴリズム
　　ⅳ）尿を用いた生活習慣病リスクマーカの光学検査デバイス

　③被曝レスで小児や妊婦に安心・安全な超音波方式骨密度計測機器の開発

2. 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施（実施機関：奈良女子大学）
　　ジュニア層とその母親に、健康に関する知識と意識を高める人材育成教育が最も重要であるとの観点に立ち、府
　県、市町村の支援を得て、地域住民の健康度測定や教材を使った育成プログラムを実施している。　　　
3. 大学等の知のネットワークの構築（実施機関：関西文化学術研究都市推進機構）
　　生活習慣病発症を未然に防ぎ、健康維持・増進につながるヘルスケアビジネス事業ニーズの掘り起こしと、その
　ニーズ実現に有用な技術シーズを、大学・企業が参加する事業化ワーキンググループ等で検討し、事業化を目指す活
　動を実施している。

4. 地域の大学等研究機関での研究設備・機器等の共用化（実施機関：同志社大学）
　　同志社大学のfMRI（磁気共鳴映像法）は様々な生体情報の検証実験等に極めて有用な設備であり開放している。

ライフサイエンス

●国際競争力強化地域（平成23年～27年度）

けいはんな学研都市ヘルスケア開発地域
総合調整機関
公益財団法人　関西文化学術研究都市推進機構
〒６１９-０２３７　
京都府相楽郡精華町光台１丁目７
けいはんなプラザ　ラボ棟３階
TEL０７７４-９５-５０４７

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…関西経済連合会
学…奈良先端科学技術大学院大学、奈良女子大学、大阪大学、京都府立医科大学、
　　奈良県立医科大学、同志社大学、大阪電気通信大学、産総研関西センター
官…京都府、大阪府、奈良県
金…南都銀行、京都銀行、関西文化学術研究都市推進機構
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　世界的に広がる高齢社会の進展に伴い、生活習慣病の患者や寝たきり

高齢者が増加していく。これらを予防し、健康寿命を延ばすこと、高齢者

のQoL（Quality of Life）を向上させることが、医療・介護費の抑制のみな

らず、人々の幸せのために重要なテーマである。我々は、「この地域に住め

ば健康長寿で幸せになれる」を合言葉に、ヘルスケアシステムの研究開発・

事業化に取り組んでいる。

略歴：1983年京大工卒。同年三洋
電機入社。知能ロボット、ヘルスケア
等の研究・事業開発に従事。ロボット
PJ　BUリーダー、メカトロシステム
研究部長等を歴任。博士（工学）。

プロジェクトディレクター

寺 崎 　 肇

世界最高水準の最先端の知と独自技術を結集・融合した京都次世代エネルギーシステム創造戦略

地域イノベーション戦略

　最先端の研究を行う大学や独自技術をもつ企業が集積する京都の強みを生かし、地域の有する世界最高水準の知と

技術を結集・融合する。そして、基礎研究から事業化まで一貫してつなげる体制を構築することにより、全世界から研究

者、研究機関・企業が集まり、科学技術の活用により継続的にイノベーションを創出する地域を目指す。このために、地

域内の多様なコーディネータ人材がチームとして組織的なコーディネート力を発揮できるような体制の整備に取り組み、

グリーン分野、ライフ分野等異分野融合も図れるイノベーション創出のための新たなシステムを作り上げる。

事業の内容

1. 地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積（実施機関：京都大学、京都工芸繊維大学、同志社大学）
　　エネルギーの安全保障、環境保全、経済効率を鼎立させる研究開発のテーマ「京都次世代エネルギーシステム創
　造戦略」に基づき、エネルギーを賢く「蓄える」、「創る」、「使う」という3つの観点で研究開発を進め、エネルギー
　問題の解決に取り組む。
　　「蓄える」（化学の力によりエネルギーを蓄える）では、CO2
　還元によりメタノールをエネルギー源として利用する技術
　に係る研究開発等、革新的なエネルギー資源分野に取り組
　み、事業化につながる研究成果を創出することを目指す。
　　「創る」（エネルギーを創る）では、燃料電池や蓄電池等の
　材料開発など、次世代の原子力代替エネルギーへつながる
　新エネルギー分野における発電技術の高度化等に取り組む。
　　「使う」（節電：限りあるエネルギーを高効率に使う）では、
　高度DC/AC給電システムの開発に取り組み、省エネルギー
　分野の事業期間内での新たな製品化・事業化を目標とした研究開発に取り組む。

2. 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施（実施機関：京都高度技術研究所）
　　産学連携事業の推進に当たっては、コーディネータ人材がその中心的役割を担っているが、従来、コーディネータ
　の活動は、個人のもつ知識や経験に大きく依存しているのが実情であ
　り、研究開発から事業化までのプロセスにおいて必要となる能力と
　ミッションを見極め、能力向上を図る人材育成プログラムを開発する。
　
3. 大学等の知のネットワークの構築（実施機関：京都高度技術研究所）
　　事業の推進に当たっては、7名の地域連携コーディネータをそれぞれ
　得意とする活動範囲を見極め、組織的な活動を行う仕組みの下で配置
　し、研究開発推進のコアとなる各大学の招へい研究者の研究テーマに
　沿って関連企業の参画の下、研究成果の実用化に向けたプロジェクト
　形成を強力に推進する。

環　境

●国際競争力強化地域（平成25年～29年度）

京都科学技術イノベーション創出地域
総合調整機関
公益財団法人 京都高度技術研究所
〒６００-８８１３　
京都府京都市下京区中堂寺南町１３４番地
TEL０７５-３１５-６６０３

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…京都商工会議所、（公財）京都工業会、京都府中小企業団体中央会
学…京都大学、京都工芸繊維大学、同志社大学
官…京都府、京都市、（公財）京都産業21、（公財）京都高度技術研究所
金…京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫
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　京都地域に蓄積された世界最高水準を誇る京都に立地する大学の最

先端の研究シーズを基盤にして、独自技術をもつ企業との産学連携をコー

ディネートすることによって、エネルギー問題の解決を目標に、京都から

イノベーションを起こし、エネルギー分野での研究開発、事業化を推進し、

新時代の克服すべき課題に対するソリューションの創出につなげる。

略歴：昭和56年京都市職員採用。
在職中16年間商工行政を担当。中小
企業経営への参画を機に退職。平成
21～25年京都環境ナノクラスター
事務局長。経営学修士。

プロジェクトディレクター

向 井 　 雅 昭

エネルギーを賢く「蓄える」、「創る」、「使う」研究テーマ

蓄える 創る 使う

分離 触媒

反応場

触媒

触媒

反応場

二酸化炭素

水 水素

メタノール
触媒

触媒

変換

DC/AC

アンモニア

燃料電池

排ガス

特定の研究分野の専門家型 特定の業界の専門家型
・特定の研究分
　野で高い知識、
　見識
・研究活動支援

蓄電分野

創電分野
節電分野

事業化（技術経営戦略）
事業化（技術移転）
・特定の業界・業務での豊富な経験
・技術契約支援、知財創生

事業化（異分野融合）

事業化（ビジネスモデル構築）マネージャー型

プロデューサー型

・国際市場動向把握
・エネルギーシステムのビジネスモデル化
・資金調達プロセス開拓
・国プロ等行政施策総動員力

・地域内ネットワーク形成
・シーズPR
・地域貢献（地域行政等連携）

組織的な
コーディネート

地域連携コーディネータ7名のポジションと役割




